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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は、2024年９月期の決算業務の実施過程において、当社と海外取引先との非定型な商品の購入取引及び販売契約

に係る取引について、契約内容の経済的実態を改めて検討した結果、実質的に金融取引であることが判明したため、当

該取引に関する収益認識の会計処理を過年度に遡って訂正する必要があると判断しました。

　また、当社は、2024年９月期の決算業務の実施過程において、特定の海外取引先の財務内容が悪化している可能性を

把握し、当該取引先の財務内容及び担保の処分見込額等について詳細な調査を実施いたしました。調査の結果、既に公

表済みであった第77期第２四半期決算においても、当該取引先に対する債権に係る貸倒引当金を6,958百万円に、債務

保証損失引当金の見積額を4,542百万円に訂正する必要がある判断いたしました。

　これを受けて、会計上の影響額を検証した結果、過去に提出済みの有価証券報告書等に記載されております連結財務

諸表、財務諸表及び四半期連結財務諸表で対象となる部分について訂正することといたしました。

　これらの決算訂正により、当社が2024年５月14日に提出しました第77期第２四半期(自2024年１月1日　至　2024年３

月31日)に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定の

基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、当社は、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けて

おり、その四半期レビュー報告書を添付しております。

２【訂正事項】
第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　１　主要な経営指標等の推移

　第２　事業の状況

　　２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　第４　経理の状況

　　１　四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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回次
第76期

第２四半期連結
累計期間

第77期
第２四半期連結

累計期間
第76期

会計期間

自2022年
　10月１日
至2023年
　３月31日

自2023年
　10月１日
至2024年

　３月31日

自2022年
　10月１日
至2023年
　９月30日

売上高 （百万円） 58,927 59,997 125,598

経常利益 （百万円） 1,992 1,849 4,133

親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する

当期純損失（△）

（百万円） 1,190 1,101 △10,731

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 382 1,443 △9,962

純資産額 （百万円） 84,340 74,158 73,340

総資産額 （百万円） 192,045 201,070 188,263

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
（円） 20.24 18.71 △182.52

自己資本比率 （％） 43.21 36.13 38.18

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,101 7,589 3,979

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △9,352 △9,122 △19,086

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 12,974 2,370 16,611

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 3,931 4,826 3,927

回次
第76期

第２四半期連結
会計期間

第77期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2023年
　１月１日
至2023年
　３月31日

自2024年
　１月１日
至2024年

　３月31日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） 7.54 △2.7

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しており、当該信託が所有する当該株式を自己株式として処理してお

ります。これに伴い、「１株当たり四半期純利益又は１株当たり当期純損失（△）」及び「潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益又は１株当たり当期純損失（△）」の算定上、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております。

３．第76期第２四半期連結累計期間及び第77期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第76期の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

  当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間（2023年10月１日～2024年３月31日）におけるわが国経済は、長期化した新型コロナウ

イルス感染の影響が収まり、日経平均株価が平成バブル前の最高値を超えるなど、緩やかな持ち直しの傾向が見えて

まいりました。しかしながら、その一方で、円安に起因する輸入価格高騰による物価上昇や、ゼロ金利解除、金融市

場の変動等の下振れリスクが懸念されるなど、経済環境は先行き不透明な状況で推移しております。

　このような状況のなか、当社グループは、2026年を最終年度とする新・中期経営計画（第Ⅱ期）「繋ぐ力」を策定

しました。冷蔵倉庫事業は「積み重ねてきた高品質な物流で国内外の課題を解消し、お客様へスマートコールドサー

ビスを提供」、食品販売事業は「国内外の生産者とのネットワークを活かし、目利き力により旬や美味しさをお客様

へ」を方針としました。最終年度（2026年９月期）に「連結売上高1,500億円」「連結営業利益65億円」「EBITDA 

130億円」「ROE５％以上」「自己資本比率40％台を維持」とした定量目標を達成すべく、各重点施策に取り組んでお

ります。

　その結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の連結経営成績は、売上高59,997百万円（前期比1.8％

増）、営業利益2,719百万円（前期比68.3％増）、経常利益1,849百万円（前期比7.2％減）、親会社株主に帰属する

四半期純利益1,101百万円（前期比7.5％減）となりました。

　なお、当社グループは、2024年11月14日付「過年度の決算短信等の訂正に関するお知らせ」及び2024年12月27日付

「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び過年度の決算短信等の訂正に関するお知らせ」に記載のとお

り、収益認識基準に関する会計基準に準拠した会計処理を行い決算訂正をしました。第74期(2021年９月期)以降の決

算を訂正し、第74期(2021年９月期)以降の有価証券報告書、四半期報告書、内部統制報告書の訂正報告書を、2024年

12月27日に関東財務局へ提出するとともに、当連結会計年度(2023年10月１日～2024年９月30日)の第３四半期決算短

信及び決算短信の訂正開示を行いました。

①冷蔵倉庫事業

　当第２四半期連結累計期間は増収増益となりました。

　前期からの高い在庫水準が続いており、一時減少していた畜産品も持ち直し、水産品、農産品の取扱いが増え、保

管料収入、荷役料収入、関連する運送取扱収入、通関取扱収入も増加しました。またコスト上昇分の料金改定も進み

増収増益となりました。

　タイの連結子会社THAI YOKOREI CO.,LTD.においても、主力取扱品である畜産品、乳製品の取扱量が増加し、セグ

メント利益を牽引しました。

　以上の結果、冷蔵倉庫事業の業績は、売上高16,980百万円（前期比10.0％増）、営業利益3,969百万円（前期比

22.0％増）となりました。

②食品販売事業

　当第２四半期連結累計期間は減収増益となりました。

　水産品は主力の鮭鱒は減収ながら増益、マグロ、イワシは取扱い数量も増え増収増益、餌料用イワシやサバも取扱

いが増加しました。また前期相場下落で利益率を落としたエビも相場が回復し、水産品全体では利益重視の販売の取

組みにより減収ながら増益となりました。

　畜産品はポーク、チキンともにインバウンドによる外食需要が増加したことにより取扱いが増え、セグメントを牽

引し畜産品全体では増収増益となりました。

　農産品は昨年夏の高温による異常気象のため収穫量の減少により減収減益となりました。

　以上の結果、食品販売事業の業績は、売上高42,986百万円（前期比1.1％減）、営業利益723百万円（前期比86.1％

増）となりました。
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（２）財政状態の状況

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ12,806百万円増加し、201,070百万円となりま

した。これは主に、有形固定資産が12,306百万円増加したこと等によるものです。

　負債総額は、前連結会計年度末と比べ11,988百万円増加し、126,911百万円となりました。これは主に、その他

（設備関係支払手形及び設備関係未払金）が6,907百万円、借入金が3,190百万円、支払手形及び買掛金が1,479百万

円増加したこと等によるものです。

　また、純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ817百万円増加し、74,158百万円となりました。

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」）の残高は、前連結会計年度末に比べ

898百万円増加の4,826百万円となりました。当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況と主な内

容は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、7,589百万円の資金の増加（前年同四半期は2,101百万円の資金の減少）と

なり、その主な内容は税金等調整前四半期純利益1,849百万円、減価償却費3,379百万円、仕入債務の増加額1,479万

円、売上債権の減少額2,390百万円等による資金の増加と、棚卸資産の増加額2,152百万円、法人税等の支払額376百

万円等の資金の減少によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、9,122百万円の資金の減少（前年同四半期は9,352百万円の資金の減少）と

なり、その主な内容は貸付金の回収による収入293百万円等による資金の増加と、有形固定資産の取得による支出

9,029百万円等の資金の減少によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、2,370百万円の資金の増加（前年同四半期は12,974百万円の資金の増加）

となり、その主な内容は金融機関からの借入の純増額3,171百万円等による資金の増加と、配当金の支払額738百万円

等の資金の減少によるものです。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

- 5 -



３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（2024年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 59,266,684 59,266,684
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 59,266,684 59,266,684 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2024年１月１日

～

2024年３月31日

－ 59,266,684 － 14,303 － 14,346

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　

（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 6,982 11.81

株式会社松岡 山口県下関市東大和町１－10－12 2,569 4.34

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 2,205 3.73

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３－１－１ 2,176 3.68

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 1,687 2.85

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG （FE-

AC）

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET 

STREET LONDON EC4A 2BB UNITED 

KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

1,524 2.57

農林中央金庫 東京都千代田区大手町１－２－１ 1,473 2.49

株式会社八丁幸 横浜市神奈川区山内町11 1,411 2.38

横浜冷凍従業員持株会 横浜市鶴見区大黒町５－35 1,319 2.23

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東

京支店）

PALISADES WEST 6300,　BEE CAVE 

ROAD BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 

US

（東京都新宿区新宿６－27－30）

1,092 1.84

計 － 22,444 37.97

（５）【大株主の状況】

　（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　      6,982千株

　　　　株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　　　　      1,687千株

　　　　BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC)　　　　　　　　      1,524千株

　　　　(常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行)

　　　　DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO　　　　　　　　　　　　      1,092千株

　　　　(常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京支店)

２．所有株式については千株未満を、その割合については小数点以下３位をそれぞれ切り捨てて表示しており

ます。
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2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 170,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 59,056,500 590,565 －

単元未満株式 普通株式 39,584 －
一単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 59,266,684 － －

総株主の議決権 － 590,565 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１．完全議決権株式（その他）における普通株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式162,100株（議

決権個数1,621個）が含まれております。

２．単元未満株式における普通株式には、当社所有の自己株式54株が含まれております。

2024年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

横浜冷凍株式会社
横浜市鶴見区大黒町

５番35号
170,600 － 170,600 0.29

計 － 170,600 － 170,600 0.29

②【自己株式等】

（注）上記のほか、「役員報酬ＢＩＰ信託」導入に伴い設定された役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式162,100株

を四半期貸借対照表上、自己株式として処理しております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2024年１月１日から2024

年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,937 4,836

受取手形及び売掛金 16,523 14,137

商品 14,816 16,940

前渡金 2,178 1,245

短期貸付金 870 642

その他 1,046 2,128

貸倒引当金 △101 △99

流動資産合計 39,270 39,830

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 54,182 66,290

機械装置及び運搬具（純額） 8,353 10,046

土地 30,507 30,674

リース資産（純額） 312 352

建設仮勘定 7,056 5,168

その他（純額） 756 943

有形固定資産合計 101,168 113,475

無形固定資産

のれん 32 11

その他 3,398 3,315

無形固定資産合計 3,431 3,327

投資その他の資産

投資有価証券 39,401 39,829

長期貸付金 4,724 4,719

長期未収入金 6,762 7,217

その他 1,200 905

貸倒引当金 △7,695 △8,235

投資その他の資産合計 44,392 44,437

固定資産合計 148,993 161,239

資産合計 188,263 201,070

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,568 6,047

短期借入金 21,087 19,737

１年内返済予定の長期借入金 5,864 5,653

１年内償還予定の社債 － 10,000

リース債務 95 96

未払法人税等 899 921

賞与引当金 812 681

役員賞与引当金 45 18

その他 5,693 12,770

流動負債合計 39,067 55,927

固定負債

社債 30,000 20,000

長期借入金 38,586 43,338

リース債務 245 287

繰延税金負債 117 350

役員報酬ＢＩＰ信託引当金 143 95

債務保証損失引当金 4,487 4,542

退職給付に係る負債 1,081 1,079

資産除去債務 91 91

その他 1,102 1,198

固定負債合計 75,855 70,983

負債合計 114,922 126,911

純資産の部

株主資本

資本金 14,303 14,303

資本剰余金 14,419 14,428

利益剰余金 38,650 39,013

自己株式 △386 △282

株主資本合計 66,987 67,463

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,214 4,510

繰延ヘッジ損益 △39 △19

為替換算調整勘定 884 841

退職給付に係る調整累計額 △164 △151

その他の包括利益累計額合計 4,894 5,180

非支配株主持分 1,459 1,514

純資産合計 73,340 74,158

負債純資産合計 188,263 201,070
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 58,927 59,997

売上原価 52,939 52,885

売上総利益 5,987 7,112

販売費及び一般管理費 ※１ 4,371 ※１ 4,392

営業利益 1,615 2,719

営業外収益

受取利息 188 114

受取配当金 219 153

保険配当金 33 18

受取遅延損害金 － 198

受取手数料 81 75

その他 416 187

営業外収益合計 940 746

営業外費用

支払利息 183 225

支払手数料 18 236

貸倒引当金繰入額 － 187

為替差損 300 602

その他 61 364

営業外費用合計 563 1,617

経常利益 1,992 1,849

税金等調整前四半期純利益 1,992 1,849

法人税、住民税及び事業税 664 624

法人税等調整額 123 88

法人税等合計 788 713

四半期純利益 1,204 1,136

非支配株主に帰属する四半期純利益 14 35

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,190 1,101

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

四半期純利益 1,204 1,136

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △520 295

繰延ヘッジ損益 △279 19

為替換算調整勘定 △116 △22

退職給付に係る調整額 93 13

その他の包括利益合計 △822 307

四半期包括利益 382 1,443

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 384 1,387

非支配株主に係る四半期包括利益 △2 55

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,992 1,849

減価償却費 3,139 3,379

のれん償却額 20 22

賞与引当金の増減額（△は減少） △209 △131

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3 △26

貸倒引当金の増減額（△は減少） △82 538

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △46 10

役員報酬ＢＩＰ信託引当金の増減額（△は減少） － △48

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － 54

受取利息及び受取配当金 △408 △267

受取手数料 △81 △75

支払利息 183 225

デリバティブ評価損益（△は益） △141 166

売上債権の増減額（△は増加） △818 2,390

棚卸資産の増減額（△は増加） △4,152 △2,152

前渡金の増減額（△は増加） △470 917

仕入債務の増減額（△は減少） 27 1,479

未払費用の増減額（△は減少） 71 315

その他 △622 △802

小計 △1,604 7,846

利息及び配当金の受取額 395 267

手数料の受取額 81 75

利息の支払額 △195 △223

法人税等の支払額 △779 △376

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,101 7,589

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,462 △9,029

有形固定資産の売却による収入 3 5

無形固定資産の取得による支出 △152 △71

投資有価証券の取得による支出 △2,607 △3

投資有価証券の償還による収入 115 －

貸付けによる支出 △300 △17

貸付金の回収による収入 3,215 293

投融資の純増減額（△は増加） ※２ △5,117 ※２ △381

その他 △46 81

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,352 △9,122

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,105 △1,360

長期借入れによる収入 15,000 7,500

長期借入金の返済による支出 △2,202 △2,968

自己株式の取得による支出 △200 △0

配当金の支払額 △679 △738

その他 △48 △62

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,974 2,370

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 61

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,518 　898

現金及び現金同等物の期首残高 2,413 3,927

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 3,931 ※１ 4,826

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

前連結会計年度
（2023年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（2024年３月31日）

ダイヤモンド十勝㈱

YOKOREI(THAILAND)CO.,LTD.

652百万円

130

ダイヤモンド十勝㈱

YOKOREI(THAILAND)CO.,LTD.

625百万円

130

計 782 計 755

（四半期連結貸借対照表関係）

　１．保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2022年10月１日

　　至  2023年３月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2023年10月１日

　　至  2024年３月31日）

報酬給料手当等 902百万円 936百万円

運賃 528 563

保管料 560 548

支払手数料 270 275

（四半期連結損益計算書関係）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自  2022年10月１日

至  2023年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2023年10月１日

至  2024年３月31日）

現金及び預金勘定 3,941百万円 4,836百万円

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △10 △10

現金及び現金同等物 3,931 4,826

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※２  投融資の純増減額

特定の海外取引先との取引について、契約内容の経済的実態を踏まえて金融取引として処理している取引

の純増減額であります。
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年12月22日

定時株主総会
普通株式 679 11.5 2022年９月30日 2022年12月23日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月15日

取締役会
普通株式 678 11.5 2023年３月31日 2023年６月12日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年12月22日

定時株主総会
普通株式 737 12.5 2023年９月30日 2023年12月25日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月14日

取締役会
普通株式 709 12.0 2024年３月31日 2024年６月10日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年３月31日）

(1)配当金支払額

(注)配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれており

　　　　　　　 ます。

  (2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

     間末後となるもの

(注)配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれており

　　　　　　　 ます。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

(1)配当金支払額

(注)１．配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれて

　　　　　　　　　 おります。

(注)２．１株当たり配当額には、創立75周年記念配当１円を含んでおります。

  (2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

     間末後となるもの

(注)配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託口が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれており

　　　　　　　 ます。
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(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書

計上額
(注２)

冷蔵倉庫事業食品販売事業 その他 計

売上高

外部顧客への売上高 15,434 43,464 28 58,927 － 58,927

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,082 － 16 1,099 △1,099 －

計 16,517 43,464 44 60,026 △1,099 58,927

セグメント利益又は損失

（△）
3,253 388 14 3,656 △2,040 1,615

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書

計上額
(注２)

冷蔵倉庫事業食品販売事業 その他 計

売上高

外部顧客への売上高 16,980 42,986 29 59,997 － 59,997

セグメント間の内部売上高
又は振替高

970 － 16 986 △986 －

計 17,951 42,986 45 60,983 △986 59,997

セグメント利益又は損失

（△）
3,969 723 9 4,701 △1,981 2,719

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2022年10月１日　至　2023年３月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)　１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,040百万円は、各報告セグメントに配賦していない全社

費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2023年10月１日　至　2024年３月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)　１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,981百万円は、各報告セグメントに配賦していない全社

費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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前第２四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日

至　2023年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年10月１日

至　2024年３月31日）

冷蔵倉庫事業

　（保管） 7,847 8,518

　（荷役） 3,115 3,350

　（運送取扱・他） 4,471 5,112

　小計 15,434 16,980

食品販売事業

　（水産品） 35,972 34,629

　（畜産品） 6,464 7,645

　（農産品・他） 1,027 711

　小計 43,464 42,986

その他 － －

顧客との契約から生じる収益 58,898 59,967

その他の収益 28 29

外部顧客への売上高 58,927 59,997

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
（自　2022年10月１日

至　2023年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年10月１日

至　2024年３月31日）

  １株当たり四半期純利益 20円24銭 18円71銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 1,190 1,101

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
1,190 1,101

普通株式の期中平均株式数（千株） 58,801 58,864

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「役員報酬ＢＩＰ信託口」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております（前第２四半期連結累計期間222,500株、当第２四半期連結

累計期間196,614株）。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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① 中間配当金の総額 709百万円

② １株当たり中間配当金 12円00銭

③
支払請求権の効力発生

日及び支払開始日
2024年６月10日

２【その他】

　第77期（2023年10月１日より2024年９月30日まで）中間配当については、2024年５月14日開催の取締役会にお

いて当社定款第42条の規定に基づき、2024年３月31日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し次

のとおり中間配当を行うことを決議しております。

- 20 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年12月27日

横浜冷凍株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

東  京  事  務  所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 上田　知範

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宇治川　雄士

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜冷凍株式会社

の2023年10月1日から2024年9月30日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2024年1月1日から2024年3月31日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（2023年10月1日から2024年3月31日まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、横浜冷凍株式会社及び連結子会社の2024年3月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して2024年5月13日に四半期レビュー報告書を提出しているが、当該訂

正に伴い、訂正後の四半期連結財務諸表に対して本四半期レビュー報告書を提出する。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長古瀬健児及び最高財務責任者吉川尚孝は、当社の第77期第２四半期（自2024年１月１日　至

2024年３月31日）の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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